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出展：2017年度の温室効果ガス排出量（確定値） 

 フロン類については、オゾン層保護の観点はもとより、地球温暖化対策としての対応も喫緊
の課題である。2017年度の温室効果ガス排出量（確定値）では、温室効果ガス排出量全体
では前年度より減少（－1.2%）する一方で、代替フロンは、冷媒分野におけるオゾン層破壊
物質からの代替に伴い、前年度比5.2％増、2013年度比39.8％増となっている。 
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2030年度目標 

2013年度比 

－26% 

－25.1% 

Ⅰ. フロン対策の課題①（排出量の増大）  



HCFCの生産基準及び生産許可量等の推移 
単位：ODPトン 

出典：経済産業省 

（年） 

 オゾン層保護のためのモントリオール議定書を受け、「オゾン層保護法（昭和63年
（1988年））」に基づき、特定フロンの製造・輸入に関する規制を行っています。 

 HCFC以外のオゾン層破壊物質については、平成17年（2005年）までに生産及び消費とも
に全廃。HCFC（R22など）についても平成32年（2020年）に全廃の予定です。 

Ⅰ.フロン対策の課題②（特定フロンの削減） 
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Ⅰ. フロン対策の課題③（市中ストック）  

 2000年代以降、冷凍空調機器の冷媒として用いられるフロン類について、特

定フロンから代替フロンへの転換が進んでおり、冷媒としての市中ストック
は増加傾向にあります。 
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（BAU：Business As Usual ※フロン分野の排出推計においては、現状の対策を継続した場合の推計を示す。） 

出典： 実績は政府発表値。2020年予測は、冷凍空調機器出荷台数（日本冷凍空調工業会）、使用時漏えい係数、廃棄係数、回収実績等から経済産業省試算。 
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冷凍空調機器における冷媒の市中ストック（BAU推計） 
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 冷凍空調機器の設備不良や経年劣化等により、これまでの想定以上に使用時
漏えいが生じていることが判明しました。 

（百万t-CO2） 
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代替フロン等3ガス(京都議定書対象)の2020年排出予測（BAU）と機器使用時漏洩源の内訳 
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出典：産業構造審議会化学・バイオ部会地球温暖化防止対策小委員会 代替フロン等３ガスの排出抑制の課題と方向性について（中間論点整理）参考資料より 

Ⅰ. フロン対策の課題④（使用時の漏えい量） 
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機種 漏えい率 

小型冷凍冷蔵機器（業務用冷蔵庫など）      2% 

別置型ショーケース 16％ 

その他中型冷凍冷蔵機器 13～17％ 

大型冷凍機 7～12％ 

ビル用PAK 3.5％ 

その他業務用空調機器 3～5％ 

家庭用エアコン 2％ 

 経済産業省の調査によると、冷凍空調機器の使用時の漏えい率は以下のよう
に報告された。 

 これによると別置型ショーケースは約6年で充塡されたフロンが全量漏えい
していることになる。 

漏えい率：（1年間に漏えいした冷媒量）／（機器の初期冷媒充塡量） 

Ⅰ. フロン対策の課題⑤（使用時の漏えい防止） 
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 キガリ改正に基づき、国全体の代替フロン生産量、消費量それぞれの限度について、
2019年以降、段階的に切り下げていくこととなる。 

 各事業者に対する製造量、輸入量の配分の仕組みは、実績を踏まえた形を基本としつつ、
国全体での代替フロン削減に寄与する画期的に温室効果の低い冷媒の製造等に対し、イ
ンセンティブを付与するものとする。 

 特に厳しくなる2029年以降の削減義務（推計約2,100万t-CO2）を達成すべく、グリーン冷
媒及びそれを活用した機器の開発・導入を計画的に推進していく。 

 
 
 

Ⅰ. フロン対策の課題⑥（HFCの削減） 

フロン排出抑制法に基づく見通しとモントリオール議定書キガリ改正に基づく国全体の消費量の限度の変化 
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Ⅰ. フロン対策の課題⑦（廃棄時回収率の低迷） 

 業務用冷凍空調機器の廃棄時は、法施行以来、回収量は年々増加している
ものの、回収率は3割程度で低迷しています。 

 国は、2020年の目標を50％、2030年度の目標を70％としている。 

50% 

70% 

温対計画
の目標 
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Ⅱ. 回収率低迷の要因分析① 

〈要因Ａ〉:機器廃棄時に冷媒回収が行われなかったこと（のみ）に起因 

〈要因Ｂ〉:機器廃棄時に冷媒回収が行われなかったが、たとえ行われて
いても、回収残となったと考えられる分（要因Ａと要因Ｃの複合要因） 

〈要因Ｃ〉:機器廃棄時に冷媒回収は行われたが、回収残となった分 

（1）冷媒未回収の要因仮説 

約50% 約40% 



１）冷媒未回収（63％）の要因としては、要因Ａ（29％～37％）が 
  最大。うち中型冷凍冷蔵、小型空調、中型空調で大半。 
２）一方、要因Ｂ（13％～20％）及び要因Ｃ（17％～22％）も、相 
  当程度の影響あり。いずれも、中型空調が最大。 

（2）アンケート結果及び廃棄機器推計に基づく要因分析 
   機種別の冷媒回収率及び回収実施台数率推計（参考データ） 

Ⅱ. 回収率低迷の要因分析② 
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 ●建物解体時の廃棄に係るデータ分析 

Ⅱ. 回収率低迷の要因分析③ 
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●建物解体時の廃棄に係るデータ分析 

◯ データ分析からの示唆は以下のとおり。 
 ① 回収実施台数率（主に要因Ａ関係）については、以下のとおり低  
   調と考えられる。 
   中型空調及び小型空調では、建物の平均寿命は約50 年、機器の平 
   均寿命は約15 年であり、建物に設置された空調機器が２回～３回 
   更新され、３回目又は４回目に建物とともに廃棄される（1/4～ 
   1/3）実態にあることが考えられることから、空調機器が廃棄され 
   る機会のうち、併せて建物が廃棄（解体）される機会の確率を求 
   めると約３割となる。 
   今回の実態調査における回収実施台数に占める解体時の割（15％ 
   弱）は、上記により廃棄台数に占めると想定される解体の割合 
   （約３割）と比較して、相当程度に低く、建物解体時における回 
   収実施台数率は、他の機会と比較して低調であると考えられる。  
 ② 平均一台あたり回収率（主に要因Ｃ関係）については、他の廃棄    
   実施の場合と同程度。 
     ※関係者ヒアリングでも、上記分析を支持する意見あり。 

Ⅱ. 回収率低迷の要因分析④ 



Ⅲ. 法改正のポイント 〔令和2年4月1日施行〕 

機器廃棄の際の取組 
 都道府県の指導監督の実効性向上 

ユーザーがフロン回収を行わない違反に対する直接罰の導入 
（現行：間接罰 （指導⇒勧告⇒命令⇒罰則の4段階） ⇒ 直接罰（1段階）
へ） 

 廃棄物・リサイクル業者等へのフロン回収済み証明の交付を義務付け 
（充塡回収業者である廃棄物・リサイクル等にフロン回収を依頼する場合は
除く。） 

建物解体時の機器廃棄の際の取組 
 都道府県の指導監督の実効性向上 

• 建設リサイクル法解体届等の必要な資料要求規定を位置付け 
• 解体現場等への立入検査等の対象範囲拡大 
• 解体業者等による機器の有無の確認記録の保存を義務付け等 

機器が引き取られる際の取組 
 廃棄物・ﾘｻｲｸﾙ業者等が機器の引取り時にフロン回収済み証明を確認し、

確認できない機器の引取りを禁止 
（廃棄物・ﾘｻｲｸﾙ業者等が充塡回収業者としてフロン回収を行う場合な

どは除く。） 

その他 
 継続的な普及・啓発の推進のため、都道府県における関係者による協

議会規定の導入 等 
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① 機器を廃棄する人（所有者）によるフロン類引渡義務違反の直罰 
   ⇒法第41条 ⇒法第104条第二号 50万円以下の罰金 

② 機器を廃棄する人（所有者）による行程管理票の（交付・保存・記載）違反を直罰 
⇒ 法第43条第1項～3項、法第45条第3項  
⇒ 法第105条第二号～五号 30万円以下の罰金 

③ 機器を廃棄する人（所有者）による廃棄機器を引き渡す場合は、引取証明書の写しを
引取等実施者（産廃業者・リサイクル業者等）へ交付する義務 

⇒ 法第45条の2第1項  
⇒ 法第105条第五号 30万円以下の罰金 
※ 引取証明書が無いと機器を廃棄できない。 

Ⅳ. 法改正の内容 ①  

① 解体時における事前確認書の保管義務 
  機器の廃棄者（所有者）と特定解体元請業者（解体業者）の両方に保管義務 

⇒法第42条第1項、第3項（保存期間は省令） 
② 特定解体工事元請業者（解体業者）への報告徴収、その事務所及び建物解体現場への

都道府県の立入検査 
⇒法第91条、第92条 

③ 都道府県知事は行政機関の長や地方自治体の長に対し、必要な資料の送付、協力を求
めることができる。 

⇒法第93条第2項 
※ 建設リサイクル法等関連法令の資料要求ができるようにする。（情報提供・関係部署との連

携強化）  

建物解体時の取組 

ユーザー（所有者）による機器廃棄時の取組 
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Ⅳ. 法改正の内容 ② 

① 引取等実施者（産廃業者・リサイクル業者等）は、交付された引取証明書の写しの保
存義務と機器の処分の再委託や機器を譲渡する際は、引取証明書の写しの回付義務 

⇒ 法第45条の2第2項第3項  
⇒ 法第105条第五号第六号 30万円以下の罰金 

② 何人も引取証明書の写しやフロンが充塡されていないことが確認できない場合、機器
を引き取ってはならない。 

⇒ 法第45条の2第4項  
⇒ 法第104条第三号 50万円以下の罰金 

③ 機器を引き取った業者への都道府県による報告徴収、立入権限の付与 
⇒ 法第91条、第92条  

廃棄機器を引き取る際の取組 
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① 機器廃棄後、機器を廃棄した者（所有者）による機器の点検記録簿の一定期間の保管
義務  

⇒法第16条第1項管理者の判断基準・・・告示改正 
② 充塡回収業者が交付する引取証明書は、廃棄者に原本を送付。写しを引渡受託者（解体

業者等の取次者）へ交付 
⇒ 法第45条第2項 

③ 都道府県は協議会を設置することができる。 
⇒ 法第99条の2 
※ 都道府県が設置する協議会を法的な位置づけの明確化 
※ 知事、フロンメーカー、機器メーカー、管理者、整備者、充填回収業者他で構成 
※ 構成員は協議会の結果を尊重 

その他 



Ⅴ. 政省令告示改正の内容 ① 点検記録簿 
① 保存期間の延長 

フロン類を回収した日から3年間経過するまで保存しなければならない。 
② 記録事項の追加 

下記の項目を従来の必要な記録事項に追加する。 
 廃棄時、充塡回収業者がフロン類を回収した年月日 
 廃棄時、フロン類を回収した充塡回収業者の氏名（名称） 

従来の必要な記録事項（書式は任意、電子的記録保存も可） 
 

① 機器の管理者の氏名又は名称 
② 機器の設置場所及び機器を特定できる情報 
③ 使用しているフロン類の種類及び量 
④ 点検の実施年月日、点検を実施した者の氏名又は名称、点検の内容及びその結果 
⑤ 機器の修理の実施年月日、修理を実施した者の氏名又は名称、修理の内容及びその結果 
⑥ フロン類の漏えい又は故障が等が確認された場合における速やかな修理が困難である理由及び修理の予定時期 
⑦ 機器の整備時にフロン類を充塡した年月日、充塡回収業者の氏名又は名称、充塡したフロン類の種類及び量 
⑧ 機器の整備時にフロン類を回収した年月日、充塡回収業者の氏名又は名称、回収したフロン類の種類及び量 
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Ⅴ. 政省令告示改正の内容 ② 事前確認書（解体時） 

① 事前確認書の保存 
 特定解体工事元請業者は、第一種特定製

品の有無について事前確認を行い、解体
の発注者に対して書面,（事前確認書）を
交付して説明しなければなりません。 

 事前確認書は、発注者及び特定解体工事
元請業者双方が書面又はその写しを保存
しなければなりません。 

 保存期間は、書面を交付した日から3年間
です。 

 

② 事前確認書の記録事項 
 事前確認書の記載例を示します。 
 様式については、（一財）日本冷媒・環

境保全機構のホームページを参照してく
ださい。 

 www.jreco.or.jp  
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※引取証明書の提示があった場合でも事前確認は必要 

http://www.jreco.or.jp/


Ⅴ. 政省令告示改正の内容 ③ 確認証明書  

 機器の管理者から、フロン類の充塡の有無の確認を求められた場合、以下の基準等
で対応してください。 
① 確認作業の基準 

 フロン類の回収に関する基準以下まで吸引してもフロン類が回収されなかったこと。 
 確認作業は、都道府県に登録された第一種充塡回収業者が行なう。 
 確認後に交付する確認証明書は、機器の廃棄者及び充塡回収業者双方が書面又はその写

しを保存しなければなりません。（交付後3年間） 
② 確認証明書の記録事項 

 機器の廃棄者の氏名（名称）、住所 
 確認を行った機器の種類と台数 
 確認した機器が確認前にあった場所（所在） 
 確認を行た充塡回収業者の氏名（名称）、住所、登録番号 
 確認証明書の交付年月日 
 確認を行った日 

フロン類の圧力区分 圧力
※ ゲージ圧力 

（参考） 

低圧ガス（常用の温度での圧力が0.3MPa未満のもの） 0.03MPa －0.07MPa 
高圧ガス（常用の温度での圧力が0.3MPa以上2MPa未満であって、

フロン類の充塡量が2㎏未満のもの） 0.1MPa 0 MPa 

高圧ガス（常用の温度での圧力が0.3MPa以上2MPa未満であって、

フロン類の充塡量が2㎏以上のもの） 0.09MPa －0.01MPa 

高圧ガス（常用の温度での圧力が2MPa以上のもの） 0.1MPa 0 MPa 

回収に関する基準 （下表に掲げるフロン類の圧力区分に応じ吸引すること。） 
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〔確認証明書（例）〕 
Ⅲ. 政省令告示改正の内容 ④ 〔確認証明書〕 

日設連版 
引取証明書兼確認証明書 

（行程管理票E票を改訂） 

※確認証明書の様式は定められていない 

20 



〔廃棄機器の引き渡し〕 
 
 第一種特定製品廃棄等実施者は、機器を廃棄等する場合は、第一種特

定製品の引取を行おうとするもの（第一種特定製品引取等実施者）に
引取証明書の写し又は確認証明書の写し交付しなければならない。 
 

〔廃棄機器の引き取り〕 
 
 何人も、引取証明書の写し又は確認証明書の写し交付がない場合は、

機器を引き取ってはならない。 
 
 第一種特定製品引取等実施者（引取等実施者）は、機器の処分の委託

を行う場合には引取証明書（又は確認証明書）の写しを回付しなけれ
ばならない 

 
 引取等実施者は、再委託等を受けた者を含め、引取証明書（又は確認

証明書）の写しを、3年間又は引取証明書（又は確認証明書）の写しを
回付するまでの短い期間保存しなければなりません。 

 

Ⅴ. 政省令告示改正の内容 ⑤（廃棄機器の引渡・引取） 
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① 交付方法 
 機器を引き渡すまでに交付すること。 
 引取等実施者がニ以上ある場合は、それぞれに交付する。 （コピー等で対応）そ

の際、それぞれの引取台数を明記することが望ましい。 
 運搬業者や解体の場合は、解体工事元請業者を通じて交付することも可。 
 FAXや電子メールによる交付も可 
 回収量がゼロであった台数及びその要因を可能な限り付記することが望ましい。 

 
② 機器の引き取りができる場合 
 引取証明書の写しが交付された場合 
 確認証明書の写しが交付された場合 

  
③ 引取証明書の写しの添付が不要な場合 

 引取等実施者が充塡回収業者であって、フロン類の回収を行う場合 
 引取等実施者が引渡受託者としてフロン類の回収を委託された場合 
 都道府県知事がやむを得ない場合として認める場合 

• 廃棄者が回収依頼・委託してから一定期間過ぎても引取証明書の交付がされずに、都道府県知事に報告した場合 
• 不法投棄された機器の土地所有者等が機器を委託処理する場合 
• 災害により発生した災害廃棄物として処理する場合 

 
④ 機器の引き取りができない場合 

 フロンの状況が不明のままに処分・リサイクルを依頼すること。 
 引取等実施者が充塡回収業者である場合、フロン類が充塡されていないことの確認を委託して、

引渡しを依頼すること。 

Ⅴ. 政省令告示改正の内容⑥（廃棄機器の引渡・引取） 
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機器の引き取りができる場合 

Ⅴ. 政省令告示改正の内容⑦ 第一種特定製品引取等実施者 

機器の引き取りができない場合 
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Ⅴ. 政省令告示改正の内容 ⑧ 充塡回収業者の記録・報告 

 第一種特定製品にフロン類が充塡されていないことの確認が追加されたことから、充塡
回収業者が記録すべき項目が従来の記録・報告事項に追加された。 
 
① 追加の記録事項 

 フロン類が充填されていないことの確認を行った年月日 
 機器の廃棄者の氏名（名称）・住所 
 確認した機器の種類（エアコンディショナー又は冷凍冷蔵機器）・台数 
 

② 追加の都道府県知事への報告事項 
 フロン類が充塡されていないことの確認を行った機器の種類と台数 
 様式第３の変更 

従来の必要な記録・報告事項 
 

① 充塡量等（充塡した年月日、管理者及び整備者の名称・住所、機器の種類と台数、設置又は整備の別、フロン類の種
類と充塡量） 

② 回収量等（整備又は廃棄の別、回収した年月日、管理者、整備者又は廃棄者の名称・住所、再生したフロン類の種類
と台数 

③ 再生量等（自ら再生じた年月日・種類と量、再生したフロン類を充塡した年月日、管理者及び整備者の名称・住所、
再生したフロン類の種類と台数） 

④ 第一種フロン類再生業者への引渡量等（引き渡した年月日、再生業者の名称・住所、引き渡したフロン類の種類と
量） 

⑤ フロン類破壊者への引渡量等（引き渡した年月日、破壊業者の名称・住所、引き渡したフロン類の種類と量） 
⑥ 省令49条業者への引渡量等（引き渡した年月日、業者の名称・住所、引き渡したフロン類の種類と量） 
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Ⅴ. 政省令告示改正の内容 ⑨ 充塡回収業者の記録・報告 

法第４１条の規定により
フロン類が充塡されてい
ないことの確認を行った
第一種特定製品の台数 

〔新様式第３〕 



Ⅴ. 政省令告示改正の内容 ⑩ 報告徴収・立入検査の強化 

 都道府県知事による報告徴収及び立入検査の対象に特定解体工事元請業者及び第一種
特定製品引取等実施者並びにこれらの事務所その他関係する場所が追加された。 
 
① 対象 

 特定解体工事元請業者、特定解体工事元請業者の事務所又は事業所、解体工
事に係る建築物その他工作物及び解体工事の場所 

 第一種特定製品引取等実施者、第一種特定製品引取等実施者の事務所又は事
業所、第一種特定製品の引取等を行う場所 

 
② 身分証明書 

 身分証明書様式裏面の抜粋条文を改正法の規定に改正する。 
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Ⅵ.機器廃棄時書面の流れと保存義務 
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写しの 

写しの 

第一種フロン類 
充填回収業者 



廃棄等実施者 

充塡回収業者 

引取等実施者 

引取等実施者 
（再委託先） 

確認依頼 

廃 棄 廃 棄 

廃 棄 
再委託 

・引取証明書写し 
・確認証明書写し 

・回収依頼書写し 
・引取証明書 
・確認証明書 

・引取証明書写し 
・確認証明書写し 

・引取証明書写し 
・確認証明書写し 

保存（3年間） 

フロン回収 
フロン無確認 

Ⅶ. 廃棄する機器の引渡・引取 
〔廃棄時の機器の流れ〕 

3年間又は再委託する
までの間の短い期間 
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廃 棄 

フロン無し 

フロン有り 
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フロンの回収依頼 フロン充塡有無の確認
依頼 

フロン有り フロン無し フロン有り フロン無し 

引取証明書を交付 
確認証明書

を交付 

Ⅷ.  回収依頼と確認依頼（引取証明書か確認証明書か） 

〔今までどおり記録・報告〕 〔新たに記録・報告〕 

回収基準に従い回収を行う 

充塡回収業者 



① 機器を設置する時、適切な設置、適正な使用環境を維持し、確保すること。 
② 機器を使用している時機器の簡易（日常）点検・定期点検を実施すること。 
③ フロンの漏えいを発見した時、速やかに漏えい箇所を特定し、修理すること。

機器の修理をせずに充塡することは原則禁止。 
④ 点検や修理をした後、点検・修理・充塡・回収に関する履歴を記録し、その

記録を保存すること。 

１）機器の設置・使用中（機器管理者の判断の基準） 

Ⅸ. まとめ（機器管理者の役割①） 

３）算定漏えい量の報告・公表 

① 管理者全体で、CO2換算1,000t-CO2以上の漏えい量（追加充塡量）があった
場合は、その漏えい量を国に報告する。 

② 国に報告された情報は、整理した上で公表されます。 

２）機器の廃棄時（フロン回収の義務） 

① 機器を廃棄する時は、充塡回収業者にフロンを引き渡さなければならない。 
  （フロン回収の義務） 
② フロンを引き渡す際、行程管理制度に従い行わなければならない。 
③ 廃棄する機器を産業廃棄物業者等に引き渡す場合は、フロンを回収又は入っ 
  ていないことを証明する書面（引取証明書・確認証明書）の写しを添付して 
  引き渡さなければならない。 
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Ⅸ. まとめ（機器管理者の役割②） 

 

 管理者が保存すべきもの 
 

① 機器設置時、機器整備（使用）時 
   ⇒ 点検記録簿（機器設置後から廃棄後3年間） 
② 機器廃棄時（3年間） 
   ⇒ 行程管理票（回収依頼書写しor委託確認書写し、引取証明書） 
   ⇒ 確認証明書（引取証明書が無い場合） 
③ 建物解体時 
    ⇒ 事前確認書（3年間） 



① 充塡又は回収業務を行おうとする区域を管轄する都道府県知事ごとに第一種フ
ロン類充塡回収業者の登録を受けなければなりません。 

② 5年間ごとの更新が必要です。（有効期限5年） 

第一種フロン類充塡回収業者の届出 

第一種フロン類充塡回収業者の役割 

① フロン類の引取を求められたときは、原則引き取らねばなりません。 
② 回収したフロン類は、再生業者、破壊業者等へ引き渡さなければなりません。 
③ フロン類の回収を行う時は、回収の基準を、充塡を行う時は、充塡の基準を、

運搬する時は、運搬の基準を遵守しなければなりません。 
④ フロン類を「充塡」、「回収」を行うには、十分な知見を有する者（冷媒フロ

ン類取扱技術者等）が行うか立ち会わなければなりません。 
⑤ 整備時、フロン類を充塡・回収を行った時は、「充塡証明書」・「回収証明

書」を機器の管理者に交付しなければなりません。 
⑥ 廃棄時、フロン類を回収した時は、機器の廃棄者（管理者）に「引取証明書」

を交付、その写しを依頼者へ送付しなければなりません。 
⑦ 機器の管理者より、フロンの有無の確認を求められ確認を行い、フロンが入っ

ていない場合は、「確認証明書」を交付しなければなりません。 
⑧ 回収したフロン類を再生又は破壊した時は、再生・破壊業者より交付された

「再生証明書」又は「破壊証明書」を管理者（廃棄等実施者）に回付しなけれ
ばなりません。 
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Ⅸ. まとめ（充填回収業者の役割①） 



 

 充塡回収業者が保存すべきもの 
 

① 機器設置時、機器整備時 
   ⇒ 充塡証明書、回収証明書の写し（3年間） 
② 機器廃棄時（3年間） 
   ⇒ 行程管理票（引取証明書写し等） 
   ⇒ 確認証明書の写し 
③ 回収フロン類の処理 
   ⇒ 再生証明書、破壊証明書の写し（3年間） 
④ フロンの回収量・充填量等の記録 （5年間） 

33 

Ⅸ. まとめ（充填回収業者の役割②） 



 

 解体する前に機器の有無の確認 
 

① 解体を請け負うとする解体業者は、解体前に解体する建物の中に、第一
種特定製品（業務用冷凍空調機器）の有無を確認し、発注者に書面（事前
確認書）を交付し、説明しなければなりません。 

   ⇒ 事前確認書の交付 
   ⇒  事前確認書の写しの保存（交付から3年間） 
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Ⅸ. まとめ（解体業者の役割） 



 

 フロンが無いことの確認したうえで機器の引取り 
 

① 引取証明書の写し又は確認証明書の写しが添付されていない機器の引取  
  は禁止 

 引き取りする業者が、登録している充塡回収業者で、フロンの回収
も同時に依頼があれば、引取証明書の写し等は不要   

② 機器の処理を再委託する場合は、引取証明証の写し又は確認証明書の写  
  しを添付して再委託先に引き渡す。 
③ 引取証明書の写し又は確認証明書の写しは、3年間又は機器の処分を再 
  委託するまでの間の短い期間保存する。 
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Ⅸ. まとめ（引取等実施者の役割） 



ご清聴ありがとうございました。 

http://www.jarac.or.jp/  
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